
 

 

碧南市立公民館の設置及び管理に関する条例 新旧対照表 
改正前 改正後 

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号。以下

「法」という。）第２４条及び地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２の規定に基づき、公民館の設置及び管理につい

て必要な事項を定めるものとする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号。以下

「法」という。）第２４条及び地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２の規定に基づき、公民館の設置及び管理につい

て必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 法第２０条に規定する公民館を設置する。 

２ 公民館の名称、位置及び事業の主たる対象区域は、別表のとおり

とする。 

（設置） 

第２条 法第２０条に規定する公民館を設置する。 

２ 公民館の名称、位置及び事業の主たる対象区域は、別表のとおり

とする。 

（職員） 

第３条 公民館に館長のほか法第２７条第１項に規定する主事その

他の職員を置く。 

（職員） 
第３条 公民館に館長のほか法第２７条第１項に規定する主事その

他の職員を置く。 

 （審議会） 

第４条 法第２９条第１項の規定により別表に掲げる公民館ごとに

当該公民館の名称を冠した公民館運営審議会（以下「審議会」とい

う。）を置く。 

（審議会） 

第４条 法第２９条第１項の規定により別表に掲げる公民館ごとに

当該公民館の名称を冠した公民館運営審議会（以下「審議会」とい

う。）を置く。 

（審議会の委員） 

第５条 審議会の委員は、１５人以内とする。 

２ 委員の任期は、１年とする。ただし、委員が欠けた場合における

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 

（審議会の委員） 

第５条 審議会の委員は、１５人以内とする。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱する。 
 (1) 学校教育の関係者 
 (2) 社会教育の関係者 
 (3) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 
 (4) 学識経験のある者 
 (5) 地域の活動を行う者 
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 ３ 委員の任期は、１年とする。ただし、委員が欠けた場合における

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（審議会の会長及び副会長） 

第６条 審議会に、会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は教育委員会が任命し、副会長は会長が指名する。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代

理する。 

（審議会の会長及び副会長） 

第６条 審議会に、会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は教育委員会が任命し、副会長は会長が指名する。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代

理する。 

（審議会の会議） 

第７条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことがで

きない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。 

（審議会の会議） 

第７条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことがで

きない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。 

（委員の報酬及び費用弁償） 

第８条 委員の報酬その他職務を行うために要する費用の弁償につ

いては、別に条例で定める。 

（委員の報酬及び費用弁償） 

第８条 委員の報酬その他職務を行うために要する費用の弁償につ

いては、別に条例で定める。 

（利用の許可） 

第９条 公民館を利用しようとする者は、あらかじめ教育委員会の許

可を受けなければならない。利用の許可を受けた者（以下「利用者」

という。）が、利用の許可を受けた事項を変更する場合も、同様と

する。 

２ 教育委員会は、公民館の管理上必要があるときは、前項の許可に

条件を付すことができる。 

（利用の許可） 

第９条 公民館を利用しようとする者は、あらかじめ教育委員会の許

可を受けなければならない。利用の許可を受けた者（以下「利用者」

という。）が、利用の許可を受けた事項を変更する場合も、同様と

する。 

２ 教育委員会は、公民館の管理上必要があるときは、前項の許可に

条件を付すことができる。 

（利用の不許可） （利用の不許可） 



 

 

第１０条 教育委員会は、公民館を利用しようとする者が、公の秩序

若しくは善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき、又は公民館

の管理上支障があると認めるときは、利用を許可しない。 

第１０条 教育委員会は、公民館を利用しようとする者が、公の秩序

若しくは善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき、又は公民館

の管理上支障があると認めるときは、利用を許可しない。 

（使用料の納付） 

第１１条 利用者は、碧南市使用料及び手数料条例（平成９年碧南市

条例第１８号）の定めるところにより使用料を納付しなければなら

ない。 

（使用料の納付） 

第１１条 利用者は、碧南市使用料及び手数料条例（平成９年碧南市

条例第１８号）の定めるところにより使用料を納付しなければなら

ない。 

（特別の設備） 

第１２条 利用者は、公民館に特別の設備をし、又は公民館の備付け

の設備を変更してはならない。ただし、教育委員会の許可を受けた

ときは、この限りでない。 

（特別の設備） 

第１２条 利用者は、公民館に特別の設備をし、又は公民館の備付け

の設備を変更してはならない。ただし、教育委員会の許可を受けた

ときは、この限りでない。 

（許可の取消し及び利用の中止命令） 

第１３条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、利

用の許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることができる。 

(1) 利用者が、この条例又はこの条例に基づく規則に違反したと

き。 

(2) 利用者が、利用の許可を受けた目的以外に公民館を利用し、又

は第９条第２項の規定により許可に付された条件に違反したと

き。 

(3) 偽りその他不正の方法により利用の許可を受けたとき。 

(4) 公民館の管理上やむを得ない理由があるとき。 

２ 前項の規定により利用の許可を取り消し、又は利用の中止を命じ

た場合において、利用者が受ける損害については、教育委員会はそ

の責めを負わない。 

（許可の取消し及び利用の中止命令） 

第１３条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、利

用の許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることができる。 

(1) 利用者が、この条例又はこの条例に基づく規則に違反したと

き。 

(2) 利用者が、利用の許可を受けた目的以外に公民館を利用し、又

は第９条第２項の規定により許可に付された条件に違反したと

き。 

(3) 偽りその他不正の方法により利用の許可を受けたとき。 

(4) 公民館の管理上やむを得ない理由があるとき。 

２ 前項の規定により利用の許可を取り消し、又は利用の中止を命じ

た場合において、利用者が受ける損害については、教育委員会はそ

の責めを負わない。 

（原状回復の義務） 

第１４条 利用者は、公民館の利用が終わったとき、又は利用の許可

（原状回復の義務） 

第１４条 利用者は、公民館の利用が終わったとき、又は利用の許可 



 

 

を取り消され、若しくは中止を命ぜられたときは、直ちに利用した施

設及び設備を原状に回復しなければならない。 

２ 教育委員会は、利用者が前項に規定する義務を履行しない場合

は、使用者に代わってこれを履行し、その費用を利用者から徴収す

ることができる。 

を取り消され、若しくは中止を命ぜられたときは、直ちに利用した施

設及び設備を原状に回復しなければならない。 

２ 教育委員会は、利用者が前項に規定する義務を履行しない場合

は、使用者に代わってこれを履行し、その費用を利用者から徴収す

ることができる。 

（損害賠償） 

第１５条 利用者は、故意又は過失により公民館又はその附属設備を

損傷し、又は紛失したときは、その損害を賠償しなければならない。

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、その全部又は一

部を免除することができる。 

（損害賠償） 

第１５条 利用者は、故意又は過失により公民館又はその附属設備を

損傷し、又は紛失したときは、その損害を賠償しなければならない。

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、その全部又は一

部を免除することができる。 

（過料） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５

万円以下の過料を科することができる。 

(1) 第９条第１項の許可を受けないで公民館を利用した者 

(2) 第１３条の規定による許可の取消し又は利用の中止の命令に

違反して公民館を利用した者 

(3) 前２号に掲げる者のほか不正の方法により利用の許可を受け

て公民館を利用した者 

（過料） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５

万円以下の過料を科することができる。 

(1) 第９条第１項の許可を受けないで公民館を利用した者 

(2) 第１３条の規定による許可の取消し又は利用の中止の命令に

違反して公民館を利用した者 

(3) 前２号に掲げる者のほか不正の方法により利用の許可を受け

て公民館を利用した者 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか公民館の管理について必要

な事項は、教育委員会が定める。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか公民館の管理について必要

な事項は、教育委員会が定める。 

 附 則 
 この条例は、平成６年４月１日から施行する。 
   附 則（平成７年３月１３日条例第１号） 
１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 
２ この条例の施行前にした行為に対する過料の適用については、な

 附 則 
 この条例は、平成６年４月１日から施行する。 
   附 則（平成７年３月１３日条例第１号） 
１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 
２ この条例の施行前にした行為に対する過料の適用については、な 



 

 

お従前の例による。 
   附 則（平成９年６月３０日条例第１９号） 
 この条例は、平成９年１０月１日から施行する。 
   附 則（平成１２年３月９日条例第１号） 

１ この条例は、平成１２年４月１日（以下「施行日」という。）か

ら施行する。 

２ この条例による第３条、第４条、第８条及び第１０条から第１４

条までの改正規定の施行前にした行為に対する過料の適用につい

ては、なお従前の例による。 

３ この条例の第７条における第５条の次に次の１条を加える改正

規定は、施行日以後の行為について適用する。 

 

お従前の例による。 
   附 則（平成９年６月３０日条例第１９号） 
 この条例は、平成９年１０月１日から施行する。 
   附 則（平成１２年３月９日条例第１号） 

１ この条例は、平成１２年４月１日（以下「施行日」という。）か

ら施行する。 

２ この条例による第３条、第４条、第８条及び第１０条から第１４

条までの改正規定の施行前にした行為に対する過料の適用につい

ては、なお従前の例による。 

３ この条例の第７条における第５条の次に次の１条を加える改正

規定は、施行日以後の行為について適用する。 
附 則（平成２４年３月１６日条例第６号） 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
 

 


